




序     文 
 

ネパール王国は国土の大半がヒマラヤ山脈に含まれる山地であり、地形の急峻さに加え

て脆弱な地質条件もあり、雨期の豪雨による土石流・地すべり・斜面崩壊・洪水といった

自然災害が頻発している。 

このためネパール国政府は、治水砂防工法の開発、開発された工法の土木施設への適用、

技術基準の作成並びにこれらの分野の技術者養成を目的とする「治水砂防技術センター

（DPTC）」設立の無償資金協力及び DPTC の機能充実のための技術協力を日本国政府に要

請した。我が国はこの要請に対し、無償資金協力で DPTC を建設するとともに、国際協力

事業団（現国際協力機構：JICA）が 1991 年 10 月から 7 年 6 ヶ月間に渡り DPTC に対して

プロジェクト方式技術協力を実施した。 

次いで、ネパール国政府は、ネパール全土において自然災害を軽減するために、防災工

法の低コスト化、住民参加による防災活動の促進のための新規プロジェクトを要請してき

た。これを受け JICA は、1999 年 9 月から 5 年の予定で「ネパール自然災害軽減支援プロ

ジェクト」の実施を決定し、ネパール国の自然災害軽減のため中央・地方職員に対し技術

移転を実施してきた。 

今般は、本プロジェクト期間の終了を約 6 ヶ月後に控え、プロジェクトの実績を最終評

価するために、2004 年 2 月 24 日から同年 3 月 13 日まで、JICA 社会開発協力部社会開発

協力第一課長 小野修司を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、ネパール側とと

もにプロジェクトの合同評価を行った。 

本報告書は、同調査団の終了時評価調査結果を取りまとめたものであり、今後の当該分

野での技術協力にあたり広く活用されることを願い作成したものである。ここに本プロジ

ェクト並びに今回の調査にご協力、ご支援をいただいた内外の関係各位に深く感謝すると

ともに、今後のさらなるご支援をお願いする次第である。 

2004 年 4 月 

 

 独立行政法人 国際協力機構 
 理事 北原 悦男 
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略 語 表 
 

略語 英語 日本語 

CDS Centre for Disaster Studies 災害研究センター 

GIS Geographic Information System 地理情報システム 

DWIDP Department of Water Induced Disaster 
Prevention 

治水砂防局 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PO Plan of Operation 暫定活動計画 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

VDC Village Development Committee 村落開発委員会 
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ネパール王国自然災害軽減支援プロジェクト終了時評価調査 
 
評価調査結果要約表 
I. 案件の概要  
国名：ネパール王国 案件名：自然災害軽減支援プロジェクト 
分野：防災（河川・砂防） 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署： 
地球環境部第三グループ 
（旧：社会開発協力部社会

開発協力第一課） 

協力金額（評価時点）：約 5.2 億円 
 

先方関係機関： 
水資源省（所管省） 
水資源省・治水砂防局（プロジェクト実施機関） 
日本側協力機関： 
国土交通省河川局、（財）砂防・地すべり技術センター 

協力期間： 
1999 年 9 月 1 日～ 
2004 年 8 月 31 日 
 

他の関連協力：  
(1) 無償資金協力（治水砂防局施設） 
(2)プロジェクト方式技術協力（下記の第 1 フェーズ） 
(3) 草の根無償資金協力（カトマンズ－ノービセ道路関連斜面 

崩壊対策工） 
1. 協力の背景と概要 
ネパールは、急峻な地形と脆弱な地質条件のもと、雨期の豪雨により、地すべり・土石

流・斜面崩壊、洪水といった自然災害が頻発する国である。これら自然災害については我

が国においても全国各地で発生しており、それに対する対策技術も過去から現在に至るま

で進歩してきている。このような背景から、ネパール国政府は日本に対しこのような自然

災害を軽減するための協力を要請し、JICA は 1991 年 10 月から 1999 年 3 月の 7 年半にわ

たって、プロジェクト方式技術協力「ネパール王国治水砂防技術センタープロジェクト」

を実施した。同プロジェクトは、無償資金協力によって建設された治水砂防技術センター

施設を拠点として、洪水や土石流といった災害を軽減する技術の開発や防災分野の人材育

成を進めた。 
同プロジェクトの成果を踏まえ、1997 年 11 月にネパール政府は、中央・地方事務所や

コミュニティによる災害対応能力向上を目的とした自然災害軽減支援プロジェクトの実施

を要請した。JICA はこれを受け 1999 年 9 月 1 日から 5 ヵ年にわたる自然災害軽減支援プ

ロジェクトの技術協力が開始された。 
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2. 協力内容 
上位目標 
 ネパール政府および地域社会が水に起因する自然災害に対処する能力を強める。 
  
プロジェクト目標 
 ネパール政府および地域社会で、水に起因する自然災害に対する対策が促進される。 
  
成果 
① ネパールの地域特性に応じた防災対策・工法が見出される。 
 モデル地区：ダハチョーク（砂防）、ノービセ道路（地すべり） 
    バグマティ川（地すべり）、ギルバリ川（河川、砂防） 
② 治水砂防局の技術支援により災害復旧体制が強化される。 
 対象：ネパール王国中央政府内 
③ 災害情報および防災技術がより促進される。 
 対象：治水砂防局内 
④ 政府関係者および地域住民の防災に関する意識が高まる。 
 対象：ネパール王国中央政府、モデル地区 

 
投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣 14 名 
短期専門家派遣 40 名（延べ人数） 
研修員受入 26 名（延べ人数） 
機材供与 約 92 百万円 
ローカルコスト負担 約 68 百万円 

ネパール側： 
カウンターパート配置 41 名 
土地・施設提供 治水砂防局、ゴダワリ実験場、バネスワール重機保管庫 
ローカルコスト負担 治水砂防局予算の一部（2003/2004 年度は約 1 億 6,000 万ルピー） 
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II．評価調査団の概要 
調査者 団長・総括：  小野修司 

 
総合防災：   岡本正男 
砂防・地すべり：石塚忠範 
社会調査：   宇田川拓雄 
評価分析：   鶴田伸介 

国際協力機構社会開発協力部 
社会開発協力第一課 課長 
（社）全国治水砂防協会 技術顧問 
国土交通省河川局砂防部保全課 課長補佐 
北海道教育大学教育学部函館校 教授 
（株）地域計画連合  

調査期間 2004 年 2 月 24 日～2004 年 3 月 13 日 評価種類：終了時評価 
III. 評価結果の概要 
１． 実績の確認 
(1) プロジェクト目標 
本件のプロジェクト目標は、ネパール政府および地域社会で、水に起因する自然災害に

対する対策が促進されることである。 
ネパール国政府内では、自然災害に関係する政府系機関において、プロジェクトで実施

していた研修への参加、技術的交流、スタッフの配置などがなされており、これによって

自然災害に対する対策が促進されていると言える。一方、地域住民、特にモデル地区や復

旧地区の地域住民は本プロジェクトの支援を受けており、災害軽減の周知を高める結果と

なっている。 
 

(2) 成果（アウトプット） 
1) 成果 1「ネパールの地域特性に応じた防災対策・工法が見出される。」 
モデル地区として選ばれた 4 つの地域において、その災害の状況、緊急性、対象構造物

等の違いにより、アプローチを変えて防災対策が検討されており、特に十分な対策資金を

充てられないネパールにおいて、ユーザーズグループ（住民）をプロジェクトに巻き込ん

だ対策は、まさに地域特性に応じた防災対策・工法であるといえる。 
 
2) 成果 2「治水砂防局（自然災害軽減支援プロジェクト）の技術支援により災害復旧体

制が強化される。」 
社会資本整備を担当する関係機関からなる災害調査委員会は、設立後本プロジェクト

の影響により、設立時 4 機関で構成されていたものが現在は 8 機関までその数を増やし

ている。また、同委員会は事務局である治水砂防局のイニシアチブのもと、2001 年 4 月、

2002 年 2 月、2003 年 1 月、2004 年 2 月と年次会議を現在までに 4 回開催されている。 
また、災害調査委員会が、関連機関や地域住民から要請された災害復旧候補地の中か

らモデル地区を選定し、治水砂防局が選定された復旧事業を実施しており、災害復旧体

制は強化されている。 
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しかしながら、地方レベルでの災害復旧体制が確立されておらず、今後は地方レベル

の強化が必要である。 
 
3) 成果 3「災害情報および防災技術の共有が促進される。」 

災害情報については、新聞や内務省からの情報収集がなされており、地理情報システ

ムでの災害ポテンシャルマップの作成、関連機関への配布が実施されつつある。また、

本プロジェクトの定期刊行物である「DWIDP Disaster Review」および「DWIDP 
Bulletin」は毎年出版され関係機関に配布されている。 
また、技術的面では、地元住民に対する災害の予防と軽減についての助言や、災害復

旧セミナーの地方部での実施、道路の災害等に対する道路局に技術的提案を提出、トリ

ブバン大学工学部水資源工学修士プログラムへの災害コースが開設などの成果が挙げら

れる。 
 

4) 成果 4「政府関係者および地域住民の防災に関する意識が高まる。」 
政府関係者に対しては、合同調整委員会の年次会議において、治水砂防局や他の関連

機関が実施すべき活動についての提言を提出している。また、災害軽減教育について教

育スポーツ省と治水砂防局との間で災害軽減教育の全国的な展開に向けた議論が開始さ

れた。 
地域住民に対しては、災害軽減に関する巡回セミナーが開催され、さらに、定期刊行

物が災害に脆弱な地区の村落開発委員会に配布されている。地域住民への周知の実績は

合計で約 400 の村落開発委員会に達しており、満足できるものと考えられる。 
 

２． 評価結果の要約 
(1) 妥当性 
自然災害は、ネパールの最優先課題である貧困の原因の一つである。そのため、災害対

策の重要性も高まり、「第 10 次国家開発 5 ヶ年計画（2003 年～2007 年）」では災害軽減が

初めて項目として取り上げられた。同計画および 2002 年に政府承認を得た「水資源戦略」

に基づき、水エネルギー委員会事務局は「全国水計画」を完成しつつある。その中で治水

砂防局は防災責任官庁として認識され重要な位置を占めるようになった。このように本プ

ロジェクトは国家政策に対して高い妥当性を持つものである。 
また、地域住民が災害によって度重なる被害を受けており、住民の草の根レベルにおい

てニーズが存在する。本プロジェクトでは、住民参加による低コストの施策の導入により、

モデル地区においては、これら住民のニーズに応えることができている。 
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(2) 有効性 
モデル地区におけるモデルプロジェクトの中には、治安の悪化やカウンターパート不足

といった問題により一部プロジェクト期間内に完了できなかったものもある。しかしなが

ら、災害復旧体制の強化・防災情報や技術の促進・防災意識の向上も含めた本プロジェク

ト全体の活動結果は、C/P へのアンケート結果で、日本人専門家からの技術移転に対し「大

いに満足」が 85％を超え、インタビューの結果では合同調整委員会メンバーや災害調査委

員会のメンバーからも高く評価されている。 
ネパール国において、災害軽減対策の重要性が本プロジェクトによって高まり、それが

国家計画にも反映されたことは、本プロジェクトが有効であったことの表れである。 
 
(3) 効率性 
日本側の投入について、モデル地区でのプロジェクトが一部完了しなかったことを除け

ば、専門家派遣及びローカルコスト負担に関してはプロジェクト目標の達成のために適切

に投入されていると考えられる。カウンターパート研修に関しても、現地での活動を補う

分野においての研修項目となっており、参加者への聞き取り調査においても、6 名中 4 名か

ら「大いに満足」、残りの 2 名から「良い」という結果が得られている。 
ネパール側の投入については、プロジェクト当初は、スタッフ不足と活動の遅れにより

予算が十分消化されない事態も生じたが、後半においては増強されている。スタッフの定

着も同局の地位の強化に伴い改善しつつある。 
  
(4) インパクト 
 本プロジェクトの活動によって政府内における災害軽減の周知が高まり、関連する政府

機関が災害軽減活動のために協力を進めつつある。この協力活動が継続的に進んでいくこ

とで、ネパール国内での自然災害に対処する能力が徐々に高まっていくと考えられる。 
 さらに、被災地の地域住民からの復旧事業の要請に対応することで、治水砂防局の対応

能力は高まっていくことになる。 
 
(5) 自立発展性 

2000 年 3 月に治水砂防局が政府機関として設立された。2003 年初頭に 7 地方事務所と 5
準地方事務所が開設され灌漑局の河川改修部が同局に合併された。それ以降同局の技術ス

タッフ数は増加された。治水砂防局は災害軽減計画の中心的な機関と位置づけられている

ため、同局の地位は確固としたものでありスタッフの規模や予算は維持されると考えられ

る。 
治水砂防技術センタープロジェクト（フェーズ 1）によって移転された災害軽減技術は、

治水砂防局が関連政府職員に対して研修コースを実施するなど、同局の中で維持されてい

る。この事例からも、本プロジェクトの活動を通じて移転してきた技術が、継続的にカウ
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ンターパート機関に維持されることが期待できる。また、「全国水計画」において治水砂防

局が災害軽減に関して中心的な機関として位置づけられたため、カウンターパートの災害

軽減に対する当事者意識が高まってきている。今後は、同局の地方事務所スタッフの研修

を行うことで移転された技術が広く普及するものと期待されている。 
 
３． 効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 
 ネパールでは自然災害が多発している。一方、事業実施に住民が参加する方式が様々な

分野で始められている。これらから、低コスト適正技術による災害軽減を志向した本プロ

ジェクトのアプローチは住民や政府関係者の参加・協力を得られるものとなった。 
 
(2) 実施プロセスに関すること 
 治水砂防技術センターが治水砂防局として組織的に恒久化されたことの他に、合同調整

委員会や災害調査委員会などの構成員として関係機関を取り込みつつ活動を進めているこ

とが効果発現に貢献した。 
 
４． 問題点および問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 
当初プロジェクトデザインマトリックス、活動計画に曖昧な点や無理な点があった。（こ

れらの点は中間評価の際に次のように修正された。） 
当初の活動計画では、目標や成果に対して、それぞれかなり多数の指標が盛り込まれて

おり、それらの目標が分散してしまっていた｡中間評価調査団は、それぞれの成果のターゲ

ットグループが曖昧であったために、該当する指標が分散してしまったと想定し、それぞ

れの成果のターゲットグループを明確にすることとした。 
また、中間評価まではプロジェクトチームは、プロジェクト達成状況を計るための評価

ツールとして P/O を使ってきたが、達成状況は、中間評価調査で改訂された PDM 指標を

使って計ることとした。一方、P/O は、プロジェクトの成果を効果的に達成するために、

プロジェクト活動と計画日程との合致状況を確認するために利用することとした。 
この他、計画の中で、非現実的なほど負荷の大きかった課題部分、例えば、災害予測マ

ップ（hazard map）や情報システム開発、モニタリングの頻度などを適切なレベルに調整

し、スケジュールを明確にするために活動のフェーズ毎に番号を付した。 
 
(2) 実施プロセスに関すること 
プロジェクト前半においてはカウンターパートの不足や定着率の低さが問題となった。

後半においては政府とマオイストの対立による治安悪化や地方選挙の延期による地方自治

の混乱がプロジェクト活動の制約要因となった。 



- vii - 

５． 結論 
治安の悪化やカウンターパート不足といった問題により、一部計画を変更したものもあ

るが、その他のモデルプロジェクトは計画に沿って実施され、現在は最終段階にある。そ

の他のプロジェクトの成果として掲げていた、災害復旧、災害情報共有、啓発の成果は概

ね達成されている。 
本プロジェクトを通じ、治水砂防局および他の関連政府機関の災害に対する能力を強化

した。また、モデルプロジェクト、災害復旧活動、啓発キャンペーンを通じて多くの地域

住民の災害軽減意識を高めた。 
治安の悪化等によるモデルプロジェクトの中断は外部要因のため仕方がなく、全体的に

見て本プロジェクトは高く評価される。但し、プロジェクト活動と密接な以下の課題につ

いては今後取り組んでいく必要がある。 
(1) 治水砂防局の地方事務所を通じた地方レベルの災害軽減／復旧体制の確立 
(2) 教育スポーツ省との協力による災害軽減教育の普及 
(3) 詳細な災害情報の交換と共有による災害軽減のための政府機関および他の関連機関の

間の密接な協力 
 
６． 提言 
(1) モデルプロジェクトとして完了していないバグマティ地すべりモデル地区の事業は、

継続・完成されるべきである。 
(2) 治水砂防局は、本プロジェクトにより蓄積された災害軽減の知識や日本側から供与さ

れた施設･機材を活かし、今後も活動を継続していくことが望まれる。 
(3) 治水砂防局の地方事務所のスタッフに研修の機会が与えられるべきである。また、大

学生が水理模型実験施設・材料試験場を利用できる機会があるが、これは将来とも確

保されるべきである。 
(4) 今後は、治水砂防局は地方事務所を活用し郡レベルと村レベルの地方災害復旧機構を

確立すべきである。 
(5) 災害軽減を促進するために地理情報システム等の利用と緊密なネットワーク化を実現

すべきである。また本プロジェクトの災害軽減教育の試みを初等教育に導入すべきで

ある。 
 
７． 教訓 
災害軽減・復旧は複数の機関がそれぞれのアプローチで取り組んでいる共通の課題であ

り、諸機関を巻き込み、それらと連携して活動を進めることが政策レベルと事業実施レベ

ルにおける効果の発現にとって重要である。 
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８． フォローアップ 
今後、日本側からの継続支援として、「土砂災害対策」及び「災害復旧」専門家を１名ず

つ２年間投入し、完了していないプロジェクトへの継続支援及び、地方における災害復旧

体制の整備に対する支援を行う。 
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第 1 章 終了時評価調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

ネパールは、急峻な地形と雨期の豪雨により、水に起因する自然災害の頻発する国である。同国

政府の要請を受け、JICA は 1991 年 10 月から 1999 年 3 月の 7 年半にわたって、プロジェクト方式

技術協力「ネパール王国治水砂防技術センタープロジェクト」を実施した。同プロジェクトは、無

償資金協力によって建設された治水砂防技術センター施設を拠点として、水や土石流に起因する災

害を軽減する技術の開発や防災分野の人材育成を進めた。同プロジェクトの成果を踏まえ、1997 年

11 月にネパール政府は、同政府およびコミュニティによる災害対応能力向上を目的とした自然災害

軽減支援プロジェクトの実施を要請した。 

JICA はこれを受け 1998 年 9 月に事前調査団を派遣してプロジェクトの骨格を整理し、1999 年 3

月には短期調査団を派遣してネパール側とより詳細な活動計画を策定した。この 2 回の調査によっ

てプロジェクトのマスタープランがほぼ固まった。 

1999 年 7 月には本プロジェクトの討議議事録(Record of Discussions:R/D)が署名され、同年 9 月 1

日に 5 ヵ年にわたる自然災害軽減支援プロジェクトの技術協力が開始された。 

2001 年 12 月には、中間評価調査団が派遣された。同調査団がネパール側と合同でプロジェクトデ

ザインマトリックスと活動計画を修正した結果、プロジェクト目標が明確になり、目標達成の見通

しが明らかになった。 

今般は、協力期間終了を 2004 年 8 月末に控え、プロジェクト終了時までの活動実績について整理

し、評価 5 項目の観点から関係者と討議、分析のうえ評価を実施し、目標の達成度を判定し、評価

結果から今後のあり方や実施方法の改善に役立つ教訓及び提言を導き出すことを目的として終了時

評価調査団を派遣した。 

1-2 調査団の構成と調査期間 

担当分野 氏名 所属 調査期間 

団長・総括 小野修司 国際協力機構社会開発協力部 

社会開発協力第一課 課長 

2004 年 3 月 3 日～ 13 日 

総合防災 岡本正男 (社)全国治水砂防協会 

技術顧問 

2004 年 3 月 3 日～ 13 日 

砂防・地すべり 石塚忠範 国土交通省河川局砂防部保全課 

課長補佐 

2004 年 3 月 3 日～ 13 日 

社会調査 宇田川拓雄 北海道教育大学教育学部函館校 

教授 

2004 年 3 月 3 日～ 10 日 

評価分析 鶴田伸介 (株)地域計画連合 2004 年 2 月 24 日～ 3 月 13 日 
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1-3 対象プロジェクトの概要 

(1) 上位目標 

ネパール政府および地域社会が水に起因する自然災害に対処する能力を強める。 

(2) プロジェクト目標 

ネパール政府および地域社会で、水に起因する自然災害に対する対策が促進される。 

(3) 成果 

成果 1 ネパールの地域特性に応じた防災対策・工法が見出される。 

成果 2 治水砂防局の技術支援により災害復旧体制が強化される。 

成果 3 災害情報及び防災技術がより促進される。 

成果 4 政府関係者及び地域住民の防災に関する意識が高まる。 

(4) 投入 

日本側： 

• 長期専門家派遣、短期専門家派遣、研修員受入、機材供与、ローカルコスト負担 

相手国側： 

• カウンターパート配置、土地・施設提供、治水砂防局、ゴダワリ実験場、バネスワー

ル重機保管庫 

• モデルサイト計 5 地点（砂防、河川、地すべり、災害復旧）、ローカルコスト負担 
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第 2 章 終了時評価の方法 

本終了時評価は、前述の日本側評価団員と下記のネパール側評価団員からなる合同評価調査団に

よって実施された。 

Mr. Narayan Prasad Bhattarai 水資源省ジョイントセクレタリー 

Mr. Madan Bikram Gyawali 水資源省アンダーセクレタリー 

Mr. Manik Lal Kalu Shrestha 水資源省灌漑局上級技官 

1999 年 7 月に日本側とネパール側の双方によって承認された本プロジェクトの当初プロジェクト

デザインマトリックス(PDM)と対応する暫定活動計画(PO)は、2001 年 12 月の中間評価の際に修正さ

れている（議事録付録 1, 2 参照）。したがって原則としてプロジェクトの進捗は 2001 年に承認され

た現行の PDM と PO に基づいて測られる。 

本プロジェクトの実績は、合同評価調査団内の議論を通じ、下記の 5 項目によっても評価される。 

1) 妥当性： 当該国特有の状況に対してプロジェクトがどの程度妥当か。 

2) 有効性： 活動と成果を通じていかに効果的にプロジェクト目標が達成されて

いるか。 

3) 効率性： プロジェクトへの投入がいかに効率的に活動につながり成果を生み

出しているか。 

4) インパクト： プロジェクトによって間接的にもたらされる正負の影響。 

5) 自立発展性： 外部支援が終了した後にプロジェクトの達成を維持・発展できる治水

砂防局の能力。 
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第 3 章 プロジェクトの実績 

3-1 投入 

3-1-1  日本側の投入 

本プロジェクトに対して、JICA により以下の内容について投入された。 

(1) 専門家の派遣 

終了時評価時点で 6 名の長期専門家が配置されている。累計では延べ 40 名の短期専門家

が派遣された。短期専門家の中には、トリブバン大学の水に起因する災害コースの準備と

実施に従事した専門家も含まれている（議事録付録 3 参照）。 

担当分野 氏名 派遣期間 

亀江幸二  1999 年 9 月 1 日 ～ 2001 年 12 月 31 日 

綱木亮介  2001 年 12 月 17 日 ～ 2003 年 7 月 22 日 

チーフアドバイザー 

森山裕二  2003 年 7 月 6 日 ～（2004 年 8 月 31 日） 

佐々木健一  1999 年 9 月 1 日 ～ 2001 年 10 月 5 日 業務調整員 

山田盛  2001 年 9 月 22 日 ～（2004 年 8 月 31 日） 

看舎邦亮  1999 年 10 月 26 日 ～ 2002 年 3 月 27 日 地域防災計画 

比留間雅紀  2002 年 3 月 17 日 ～（2004 年 8 月 31 日） 

入口和明  1999 年 10 月 26 日 ～ 2002 年 3 月 31 日 洪水軽減 

石地浩二  2002 年 3 月 17 日 ～ 2004 年 3 月 16 日 

森川智  1999 年 9 月 22 日 ～ 2002 年 3 月 31 日 土砂災害軽減 

大本直樹  2002 年 3 月 17 日 ～ 2004 年 3 月 16 日 

山口真司  1999 年 5 月 11 日 ～ 2001 年 5 月 10 日 

深田健  2001 年 5 月 15 日 ～ 2003 年 5 月 14 日 

災害復旧 

鷲見純良  2003 年 5 月 26 日 ～（2004 年 8 月 31 日） 

(2) カウンターパートの研修 

21 名（延べ 26 名）のカウンターパートが研修を受けた。そのうち 18 名は通常のカウン

ターパート研修の枠により日本で研修を受けた。1 名は第三国研修としてインドネシアで研

修を受けた。さらに 4 名の上級スタッフはネパール国外の研修コースやワークショップに

参加した。なお、上級スタッフのうち 2 名は前述の日本での研修にも参加している（議事

録付録 4 参照）。 

日本で研修を受けた 18 名のうち 9 名は治水砂防局から転出している。また、4 名の上級

スタッフのうちでは 1 名が治水砂防局に留まっているのみである。しかしながら、転出者

の大部分は他の防災関係の政府機関に異動している。 
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(3) 機材の供与 

日本側は、車輌、建設重機、測量・測定機器、視聴覚機器、コンピュータ関連機器など

を供与した。供与機材の総額は、2003 年度の計画額を含み約 6,400 万ルピーである。 

供与機材は適切に維持・使用されている（議事録付録 5 参照）。 

 

機材供与額（単位：ネパールルピー） 

日本の 

会計年度 

1999 年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 

（計画） 

合計 

金額 42,271,822 19,048,903 2,494,800 0 109,000 63,924,525

注： 表は JICA 本部で購入した機器のみを含む。 

2004 年 3 月 2 日時点で、100 円=67.70 ルピー、1 米ドル=73.85 ルピー。 

(4) ローカルコストの負担 

JICA によるローカルコストの負担は下表のとおりである。総額は、2003 年度の計画額を

含み約 4,900 万ルピーである。 

 

ローカルコスト負担額（単位：ネパールルピー） 

日本の 

会計年度 

1999 年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 

（計画） 

合計 

金額 1,301,823 5,686,362 5,197,232 15,112,494 21,648,628 48,946,539

 

3-1-2  ネパール側の投入 

本プロジェクトに対して、ネパール政府により以下の内容について投入された。 

(1) カウンターパートの配置 

治水砂防局局長および研究・研修・モニタリング部スタッフが本プロジェクトのカウン

ターパート（総務・事務スタッフを含む）とされている。非常勤職員を除き、現在 41 名が

配置されている。同部は 5 技術課を擁している。すなわち、①土砂災害軽減（地すべり）、

②地域防災計画（砂防）、③河川改修、水理実験場および計画、④災害復旧、⑤情報（GIS、

データベース）、研修、調査、出版を担当する各課である（議事録付録 6 参照）。 

41 名のうち 6 名は一定期間他の組織で働いた後、治水砂防局に戻ってきたものである。

また 1 名は森林土壌保全省土壌保全流域管理局から同局に出向中のものである。 

カウンターパート数は、1999 年 9 月時点で 26 名、2001 年 12 月時点で 25 名、現在 41 名

と近年大幅に増加している。特にエンジニアは 2001 年の 6 名から現在の 14 名と増加して

いる。 

(2) 用地、施設の提供 
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治水砂防局は、政府施設用地内に日本の無償資金協力によって建設されたビルにある。

一方、実験場はゴダワリの政府用地内に建設されており、建設重機の保管庫はバネスワー

ルの政府用地内にある。 

(3) ローカルコストの負担 

1999/2000 年度（1999 年 7 月 16 日～2000 年 7 月 15 日）における治水砂防局への予算配

分額は約 7,600 万ルピーであり、2000/2001 年度においては約 5,100 万ルピー、2001/2002 年

度においては約 7,400 万ルピーであったが、2002/2003 年度においては約 6 億 7,100 万ルピ

ーに跳ね上がった。これは同局が水資源省灌漑局河川改修部と合併したことおよび災害復

旧の活動による（議事録付録 7 参照）。2003/2004 年度の予算は約 6 億 1,600 万ルピーであ

り、そのうち本プロジェクトのカウンター予算である研究・研修・モニタリング部関係予

算は約 1 億 6,000 万ルピーである。 

予算額は、ネパール側のスタッフが広範な活動を展開するには未だ潤沢とは言えないも

のである。 

3-2 成果 

活動を通じて得られた成果の達成度は以下にまとめられているとおりである（議事録付録 8, 9, 10, 

11 参照）。 

3-2-1  成果 1「ネパールの地域特性に応じた防災対策・工法が見出される。」 

成果 1 に関しては 4 モデル地区が選ばれた。すなわち、ダハチョークモデル地区（砂防）、

ギルバリモデル地区（砂防、河川改修）、カトマンズ－ノービセ道路モデル地区（地すべり）、

バグマティモデル地区（地すべり）である。ギルバリ地区は、上流の砂防モデル地区と下流の

河川改修モデル地区からなる。また、バグマティモデル地区内には、ブンガマティ地区とチャ

ルナケル地区という 2 か所の地すべり対策工地区がある。 

(1) ダハチョーク砂防モデル地区 

計画に基づき、カウンターパートへの技術移転を伴って以下の主な活動が実施された。 

1) ユーザーズグループの組織化、毎年の活動計画の取り決め 

2) 低コスト防災技術・工法の開発（砂防堰堤、護岸など） 

3) 苗圃建設、管理人養成、運営 

4) 植林、竹柵土留 

5) 普及啓発（セミナー、避難訓練） 

6) 3 小学校における災害軽減教育 

なお、警戒避難システムは 2004 年雨期以前に整備される予定である。 
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(2) ギルバリ（上流）砂防モデル地区 

カウンターパートへの技術移転を伴って以下の主な活動が実施された。 

1) ユーザーズグループの組織化、毎年の活動計画の取り決め 

2) 低コスト防災技術・工法の開発（崩壊地復旧擁壁工 3 か所） 

3) 苗圃建設（中心となる苗圃 1 か所、副次的苗圃 5 か所）、管理人養成、運営 

4) 植林 

5) 普及啓発（セミナー） 

なお、マオイストによる治安上の理由から上流地区の調査が未完であり、流出土砂調節

計画が作成されていないため本地区での工事は完了できていない。また、土砂災害防止の

ための行為規制などの制度化ができていない。 

(3) ギルバリ（下流）河川改修モデル地区 

流域住民の代表であるユーザーズグループとのプロジェクト活動に関する基本合意以降、

プロジェクトが行う災害軽減活動に対して、地域住民が積極的に参加を行った。活動を通

して得られた知識及び経験が地域住民に浸透するにつれ、同グループによる主体的な災害

軽減活動が普及し始めた。 

対策工事では、治水砂防局が行う改修工事に地域住民が協力し、その工事で培われた施

工技術により、資材及び機材以外は同グループ単独による対策工が設置されるまでに至っ

た。 

啓発活動では、同グループがセミナーを主催し、地域住民を対象に、自然災害に対する

知識普及を目的とした啓発ビデオの上映、関連配布物などにより、意識啓発に努め、その

結果、地域住民の防災意識が高揚された。 

同グループには、自然災害に関する情報発信と対策を講じる機能がほぼ確立されつつあ

り、地域住民が災害軽減に取組む姿勢が芽生え、防災組織としての体制基盤が構築された。 

また、モデルプロジェクト近くの公立学校において、小学生を対象とした災害軽減教育

を実施した。意識調査の結果から、災害軽減教育を受けた生徒を通じて、家庭だけでなく

地域住民の防災意識が高まる効果があることが明らかになった。 

さらに、バグラ地区を対象に警戒避難図を作成し、配布及び看板により災害危険情報を

全住民に周知した。 

住民が組織する警戒避難体制づくりがプロジェクト期間内に立ち上がる見込みであり、

その後は、警戒避難体制のモニタリングが必要である。 

(4) カトマンズ－ノービセ道路地すべりモデル地区 

この道路は同国の基幹路線であり対策が緊急課題であったため、本モデルプロジェクト

においては技術普及の対象を地域住民からなるユーザーズグループではなく道路局地方事

務所職員とした。モデル地区内で行った対策に関する現地での説明・レクチャーにより、

道路局職員は道路構造物の維持管理や地すべり対策の重要性についての理解を深めた。 
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主な活動は以下のとおりである。 

1) 災害ポテンシャルマップの作成 

2) 対策工の設計 

3) モデル工事の実施 

4) ポスター、カレンダー、パンフレット、看板の製作 

5) 公共事業省道路局への技術的提言 

6) 小学校における災害軽減教育の実施とその効果の評価 

（近隣 3 小学校において本プロジェクトで作成した教科書を 5 年生（最高学年）

に配布し、ビデオを上映した。1 校においては生徒のみならず生徒の家族や近隣

の地域住民がビデオショーに参加した。） 

(5) バグマティ地すべりモデル地区 

ブンガマティ地区においては、ユーザーズグループが住民自らの手により設立された。

村落開発委員会から推薦があり、工事は同ユーザーズグループが実施している。しかしな

がら、当初の活動の遅れにより同工事は本プロジェクト期間中には完成しない。 

一方、チャルナケル地区においては、現在地すべり調査を実施中である。対策工の設計

が本プロジェクト期間中に完成するかどうかは疑問である。 

バグマティモデル地区における災害軽減教育としては、3 小学校において教科書が 5 年生

に配布され、ビデオショーが開催された。 

バグマティモデル地区の活動計画の進捗は以下のようにまとめられる。 

 

活動 1-1 対象地域における防災活動を計画する。 

 ブンガマティ地区 チャルナケル地区 

1-1-1 モデル地区選定基準を

特定する。 

完了した。 

1-1-2 モデル地区を選定する。 完了した。 完了した。 

1-1-3 詳細調査を実施する。 進行中。 進行中。 

1-1-4 サイト計画を作成する。 詳細作業スケジュールを調

整する必要がある。 

詳細計画と作業スケジュー

ルを作成する必要がある。

1-1-5 ハザードマップを作成

する。（地すべり分布図） 

完了した。 

1-1-6 モデル工事をモニタ

ー・評価する。 

継続すべき。 継続すべき。 

1-1-7 定点観測を行う。 継続すべき。 継続すべき。 
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活動 1-2 対象地域に適正防災技術・工法の適用を行う。 

 ブンガマティ地区 チャルナケル地区 

1-2-1 適正技術と工法を特

定・設計する 

工事実施からのフィードバ

ックによる設計の微調整が

必要。 

設計が 2004 年 8 月までに完

成するか不明。 

1-2-2 モデル工事を実施す

る。 

ネパール政府主導による現

在進行中の工事は 2004 年 8

月までには完成しない。 

2004 年 8 月以前の工事着手

は無理である。 

1-2-3 技術を評価する。 継続すべき。 継続すべき。 

 

活動 1-3 対象地域において参加型防災活動を促進し住民啓発を行う。 

 ブンガマティ地区 チャルナケル地区 

1-3-1 教材を開発する。 完了した。 

1-3-2 地域住民を指導・啓発

する。 

選挙で選ばれた村落開発委員会議長がいないことと地域住

民間の繋がりが弱いことにより、住民啓発活動は開始されて

いない。 

災害軽減教育は 3 校において実施された。 

1-3-3 参加型活動を評価す

る。 

継続すべき。 

 

成果 2「治水砂防局（自然災害軽減支援プロジェクト）の技術支援により災害復旧体制が強化さ

れる。」 

災害調査委員会は、①水資源省灌漑局、②公共事業省道路局、③内務省計画・特別サービス

部、④地方開発省地方基盤開発農道局、⑤水資源省電力開発局、⑥森林土壌保全省土壌保全流

域管理局、および事務局である⑦水資源省治水砂防局によって構成されている。 

設立メンバーは灌漑局、道路局、内務省、治水砂防局であり、地方基盤開発農道局、電力開

発局、土壌保全流域管理局は設立以後に参加した。ネパール電力公社がオブザーバーとなって

おり、社会資本整備を担当する 10 政府機関のうち 8 機関が参加している。 

同委員会は年次会議を開催しており、会議の結果は「災害調査委員会報告」として公開され

ている。同報告書は災害調査報告や災害復旧計画を含んでおり委員会を構成する 8 機関のみな

らず治水砂防局地方事務所、関係する村落開発委員会や地域住民代表にも配布されている。年

次会議は、2001 年 4 月、2002 年 2 月、2003 年 1 月、2004 年 2 月と現在までに 4 回開催されて

いる。 

治水砂防局は、地方機関や地域住民の協力を得て、災害復旧のための調査を毎年行っている。 

災害調査委員会が、関連機関や地域住民から要請された災害復旧候補地の中からモデル地区
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を選定し、治水砂防局が選定された復旧事業を実施している。同局は復旧効果のモニタリング

も行っている。 

現在までに、参加型災害復旧事業は、ビンドゥンガ、ダパケル、マフリ川、カド川の 4 災害

復旧モデル地区で実施された。一方、災害復旧セミナーも、マホッタリ郡マティハニ村、サプ

タリ郡バルマジヤ村、ルパンデヒ郡パロアハ村、カトマンズ郡ダパケル村の 4 村落開発委員会

で開催された。 

災害調査委員会の年次会議では全国レベルでの災害復旧の枠組み、実施手続き、復旧地区の

選定基準などについて議論が持たれ改善がなされている。 

しかしながら地方レベルでの復旧制度は確立されておらず、現在までのところ地方自治体に

よる同様な活動は見られない。例えば、災害復旧対策のための地方自治体による調査は行われ

ていない。郡開発委員会や村落開発委員会といった地方レベルにおける災害復旧委員会が中央

と同様に確立されることが望まれる。 

水に起因する災害に対する組織を統合し簡素化するために、灌漑局の河川改修部が治水砂防

局に合併された。この組織再編は 2002 年に決定され、2003 年当初に実施された。現在、治水

砂防局は研究・研修・モニタリング部（約 40 名）と調査・実施部（約 170 名）の 2 部体制と

なっている。前者は本プロジェクトの支援対象である元からの治水砂防局であり、後者は元河

川改修部で 7 地方事務所と 5 準地方事務所を擁している。これらの事務所がネパール全土の

75 郡をカバーしている。 

治水砂防局の幹部は、本プロジェクトと研究・研修・モニタリング部から調査・実施部と地

方事務所へ技術を移転することによって、これらの 12 地方事務所の業務を河川改修から水に

起因する災害一般への対策に拡げることを意図している。 

その一環として、治水砂防局は 12 地区のそれぞれで 1 件ずつのモデルプロジェクトを実施

することを提案し予算を請求している。 

3-2-3  成果 3「災害情報および防災技術の共有が促進される。」 

供与機材であるコンピュータと付属品は治水砂防局内において適切に配置されている。 

治水砂防局および本プロジェクトの活動の情報を周知するため、また防災の知識を拡げるた

めに本プロジェクトのウェブサイトが開設されている。災害の情報は新聞や内務省から収集さ

れており、技術に関する情報は治水砂防技術センター（フェーズ 1）プロジェクト時代から引

き継がれている。同ウェブサイトへのアクセス件数は 2004 年 3 月始め時点で 500 回を上回っ

ている。 

研究・研修・モニタリング部には、部内にある情報を検索し共有するために、ローカルエリ

アネットワーク(LAN)が構築されており、技術スタッフの 70%以上がネットワークを通じて情

報を交換している。内部ワークショップが開かれ、このシステムの活用法がスタッフに周知さ

れている。 

地理情報システム上で、ネパール全 75 郡ごととカトマンズ－ノービセ道路の災害ポテンシ
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ャルマップが作成されつつあり、科学技術省水文気象局、内務省、地方開発省地方基盤開発農

道局など関連機関に配布されつつある。 

本プロジェクトの定期刊行物である「DWIDP Disaster Review」および「DWIDP Bulletin」は

毎年出版され関係機関に配布されている。 

治水砂防局の災害復旧チームは、災害調査委員会で選定された災害復旧モデル地区以外にも、

雨期に被災した様々な地区を踏査し地元住民に対して災害の予防と軽減について助言してい

る。災害調査は、地元の要望に応じて、ガイリトレ、ダパシ、キルティプール、マタティルタ、

マルシャングディ発電所で実施された。また災害復旧セミナーが地方部で実施された。 

さらに本プロジェクトは、ムグリン－ナラヤンガート道路の災害およびチトワン郡の土石流

災害について道路局に技術的提案を提出した。 

関連政府機関に対する情報提供の実績は以下の指標によって示唆され、十分な達成がなされ

たと考えられる。 

1) 治水砂防局による研修コースの参加者総数は、現在進行中の一般コースに続く上級

コースの参加見込み者を含み 110 名と推計される。 

2) セミナー／ワークショップ 6 件の参加者総数は約 90 名であった。 

3) 地理情報システム会議の参加者は 5 名であった。 

4) 「DWIDP Disaster Review」および「DWIDP Bulletin」の配布総数は約 350 セット（対）

であった。 

しかしながら、災害軽減のための政府組織および他の関連組織間における詳細な災害情報の

交換と共有による協力は十分ではない。したがって、合同調整委員会メンバー、災害調査委員

会メンバー、関連国際機関など災害関連の機関は協力を強化し情報を交換・共有すべきである。

なお地理情報システム調整委員会（仮称）が立ち上げられたところである。 

2000 年に、トリブバン大学工学部水資源工学修士プログラムに水に起因する災害コースが開

設された。短期専門家の支援による教科書の作成や実験の指導、さらに担当ネパール人講師の

カウンターパート研修などが行われその後の円滑なコース運営へと繋がっていった。 

同コースの定員は 20 名で授業は 2001 年 8 月に開始されており、一期生は 2003 年 6 月に卒

業している。学生は 60 人を超える応募者から選抜されており、60～70%は政府機関の職員で

ある。同プログラムの卒業生は総じて高い能力を持ち高い評価を得ているとのことである。例

えば、最近ネパール電力公社が 32 名のエンジニアを募集したところ約 800 名の応募あったが

採用された者のうち 8 名は同プログラムの卒業生であった。なお、卒業生のうち一名は京都大

学防災研究所博士課程に進学した。 

2003 年には工学部に災害研究センター(Centre for Disaster Studies (CDS))が立ち上げられた。

同センターは研究と研修を目的としており、研修としては学校の教員のための卒業資格の無い

短期研修コースなどが考えられている。ただし、対象となる災害は水に起因するものには限ら

れてはいない。 

同工学部と治水砂防局および本プロジェクトは良好な関係を継続してきており、本プロジェ
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クトによる新コース開設への貢献は高く評価されている。同工学部は今後とも密接な協力関係

が継続することを期待している。 

3-2-4  成果 4「政府関係者および地域住民の防災に関する意識が高まる。」 

本プロジェクトのメンバーは、合同調整委員会の年次会議において、治水砂防局や他の関連

機関が実施すべき活動についての提言を提出している。 

災害軽減教育は、強い影響力と効果を持つことがモデル地区での活動を通じて確認されてお

り、教育スポーツ省などに対して推薦されている。最近、治水砂防局と同省との間で災害軽減

教育の全国的な展開にむけた議論が開始された。 

災害軽減に関する地域住民への周知のために 11 地区で巡回セミナーが開催され、復旧を希

求する 4 被災地で災害復旧セミナーが持たれた。 

さらに、定期刊行物が災害に脆弱な地区の村落開発委員会に配布されている。 

地域住民への周知の実績は以下の指標に示されるように合計で約400の村落開発委員会に達

しており、満足できるものと考えられる。（以下の 3 類型は基本的に異なる地区をカバーする

ため、それらの間の重複は無視できる。） 

1) 多様な災害軽減啓発活動がモデル地区で行われており、それらには約 100 の村落開

発委員会が包含されている。 

2) 計 11 回の巡回セミナーは約 80 の村落開発委員会を包含している。 

3) ポスター、パンフレット、カレンダー、報告書といった災害軽減のための情報・教

育・コミュニケーション教材が約 70 名の郡長と約 150 の村落開発委員会に配布され

た。 

学校教育は災害軽減のための非常に重要な手段である。治水砂防局は、本プロジェクトの主

としてモデル地区における災害軽減教育活動に基づいて、12 地方事務所を活用し教育スポーツ

省と協力して同活動を全国的に展開する意向を持っており、上述のようにすでに教育スポーツ

省カリキュラム開発センターと多くの打合せを行っている。災害軽減は環境教育の一環として

取り入れられる可能性がある。 

3-3 プロジェクト目標 

本件のプロジェクト目標は、ネパール政府および地域社会で、水に起因する自然災害に対する対

策が促進されることである。 

本件の合同調整委員会は水に起因する自然災害に関係した政府系機関によって構成されており、

それらの機関のキーパーソンへの面談（下記）から示唆されるように、本プロジェクトからの貢献

を受けている。 

一方、地域住民、特にモデル地区や復旧地区の地域住民は本プロジェクトの支援を受けており、

災害軽減の周知を高める様々な機会を持った。 
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国家計画委員会 災害軽減は、貧困削減を支援するものであり、ネパールにおける優

先分野のひとつである。本プロジェクトの活動は高く評価される。

内務省 

計画・特別サービス部 

内務省は国家災害救援委員会の事務局、すなわち災害救援の総合的

なセンターである。内務省は治水砂防局と密接に協働してきてお

り、同局の災害復旧における技術的・物的支援を高く評価している。

両者の連携はさらに強化すべきであり、そのためにも地理情報シス

テムによる地図データを効果的に利用すべきである。 

水資源省 

灌漑局 

灌漑局は治水砂防局に多くのスタッフを移籍させている。灌漑局は

災害軽減に特化した組織を持っておらず、災害にあたっては治水砂

防局に相談し、治水砂防局が灌漑施設や灌漑された農地を保全する

ための防災工事を実施している。両者はより緊密に協力する必要が

ある。災害調査委員会の会議ではより具体的で実際的な提言が望ま

れる。 

公共事業省 

道路局 

道路局は道路災害の軽減のために治水砂防局と密接に協働してい

る。道路局は治水砂防局からノウハウを吸収したいと考えており、

スタッフを治水砂防局の研修コースに送ったり、出向させたりして

いる。道路局は 2003 年に JICA 専門家の支援を得て「道路斜面保護

工事のガイド」を作成したが、その際にも本プロジェクトの協力を

得た。 

森林土壌保全省 

土壌保全流域管理局 

土壌保全流域管理局のスタッフは治水砂防局の研修を受けている。

両者は総合的な視点から役割分担を調整すべきである。 

地方開発省 

地方基盤開発農道局 

地方基盤開発農道局は新規の局である。2003 年には英国開発省の支

援で「地すべりリスクアセスメントマニュアル」を作成したが、災

害軽減において十分な技術力を持っているとは言えない。治水砂防

局の研修コースは有益であり、また文献やスタッフを通じて本プロ

ジェクトの恩恵を受けている。災害軽減については治水砂防局と相

談する意向である。 

水資源省 

治水砂防局 

本プロジェクトのカウンターパートは日本人専門家からの技術移

転を高く評価している。本プロジェクト終了後に関しては、平均的

に見ると、重大な問題は生じないが、いくつかの問題は生じると考

えている。 

3-4 上位目標および最終目標 

本件の上位目標は、ネパール政府および地域社会の水に起因する災害を克服する能力が強化され

ることである。 

現在の治安状況や懸案の地方自治の課題といった制約要因はあるものの、本プロジェクトの実績

は上位目標に向けた有意義なステップとなっている。政策レベルと草の根レベルの両方で上位目標

さらにはネパールの災害軽減という最終目標に向けた機運が生み出されつつある。 
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第 4 章 評価 5 項目による評価結果 

4-1 妥当性 

自然災害は、ネパールの最優先課題である貧困の原因のひとつでもあり、国家計画委員会による

「第 10 次国家開発 5 ヵ年計画（2003 年～2007 年）」は災害軽減を始めて項目として取り上げた（第

17 章 2 節 水に起因する災害の管理）。同計画および 2002 年に政府承認を得た「水資源戦略」に基

づき、水エネルギー委員会事務局は「全国水計画」を完成しつつある。その中で治水砂防局は防災

責任官庁と認識され重要な位置を占めるようになった。このように本プロジェクトは国家政策に対

して高い妥当性を持つものである。 

また本プロジェクトは基幹道路の保全などマクロ的な全国レベルのニーズに対処するのみならず、

地域住民が水に起因する災害によって度重なる被害を受けていることからも明らかなように、地方

の住民の草の根レベルのニーズに取り組むものでもある。 

本プロジェクトは適正技術の考え方を取り入れており、住民参加による低コストのソフト施策は

郡や村のレベルで地方の主導によって同様な取り組みが進められることを意図している。こうした

アプローチは政府の分権政策とも合致している。ただし、分権の推進は不十分であり加速する必要

がある。 

歴史的に見て日本は長らく自然災害に脆弱であり、江戸時代から昭和にかけて十分な財源と技術

が無いなかで多くの災害軽減の努力がなされた。こうした日本の蓄積は、最先端の技術のみならず、

ネパールの現状に適した技術を追求する上で大きな優位性となっている。 

4-2 有効性 

モデルプロジェクトの中には当初計画で見込まれた成果が限定的にしか得られなかったものもあ

る。ギルバリモデル地区上流部は、治安問題のために砂防対策のための調査が行われていない。同

モデル地区では下流部の河川改修事業に対する被災地または危険地区の地元民の要求に取り組むこ

とは有効であると考えられる。一方、バグマティモデルプロジェクトは当初スケジュールからの遅

延が見られる。これは当初のカウンターパート不足による調査開始の遅れによるものである。ただ

し、その後の作業は円滑に進んできた。 

概して大部分のプロジェクト項目において、本件の成果は合同調整委員会メンバーや災害調査委

員会のメンバーから高く評価されている。工事、ソフト施策、災害軽減教育が上首尾に進んでいる

理由のひとつとしては地元住民の参加があげられる。 

事業の成果は、災害軽減のための各種委員会、セミナー／ワークショップ、啓発用教材の配布な

どを通じて普及されている。 

災害調査と復旧活動も地方の当事者や関係政府機関から高く評価されている。日本人専門家は被

災地を訪問し復旧・防災のための実際的な助言を与えてきた。それらの助言はネパールの他機関か
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らは期待できないものである。 

関連諸計画に反映されているように、本プロジェクトによって災害軽減の機運は強化された。こ

のことも本件の有効性を示していると言える。 

4-3 効率性 

概して、日本人専門家は適切に派遣された。長期専門家は空白期間を置かないよう継続して配置

され、延べ 40 名の短期専門家は年間実施計画にしたがって配置された。その中にはトリブバン大学

工学部水資源工学プログラムの水に起因する災害コースの講師もあげられる。 

本プロジェクトのための設備と資材は地元での適用性と調達可能性を考慮して選ばれており、効

率的に技術移転を行うよう実施計画に基づいて供与された。そのため、ギルバリ上流とバグマティ

モデル地区を除き、モデルプロジェクトは効率的に実施された。特に、機材は災害復旧事業の要求

によく合致するものであった。 

日本人専門家からの技術移転と同様に、カウンターパート研修は参加者から高く評価されている。

いずれについてもカウンターパートへのアンケートのほとんどの回答者が十分満足している。 

治水砂防局のスタッフの定着度については、同局の地位の強化に伴い状況は最近改善しつつある。

なお、治水砂防局から転出したスタッフの中には、合同調整委員会や災害調査委員会のメンバーと

いった災害軽減に関する政府機関に移籍した者が少なからずいる。また、同局は以前から道路局を

始め他機関からの出向者を受け入れている。そのことにより彼らは災害軽減技術を習得し復職後に

は自分の職場でその経験を活かしている。さらに、治水砂防局から転出しその後復職するスタッフ

も見られる。現在のカウンターパートのうち 6 名は復職者である。 

プロジェクト当初は、スタッフ不足と活動の遅れにより予算が十分消化されない事態も生じた。

しかし後半においては、スタッフの補強もあり、ギルバリ上流とバグマティ両モデル地区は別とし

て、活動は概して円滑に実施され予算は完全に消化されている。 

なお、草の根無償資金協力（2001 年度予算）による斜面崩壊対策工は本プロジェクトの活動に大

いに寄与した。 

4-4 インパクト 

「第 10 次国家開発 5 か年計画」と間もなく完成する「全国水計画」は水に起因する災害の軽減の

重要性と治水砂防局の役割を重視している。これらの国家計画で災害軽減が特筆されていることは、

部分的にせよ本プロジェクトの活動によって政府内における災害軽減の周知が高まった結果でもあ

る。本件の重要なインパクトとして、関連する政府機関が災害軽減活動のために協力を始めつつあ

ることがあげられる。 

さらに本件のインパクトとして、ネパールにおける自然災害軽減の最初の学会として「ネパール

地すべり学会」が設立されたことがあげられる。同学会は研究と技術の交流の拠点として機能する

ことが期待されている。 

モデルプロジェクトの中では、カトマンズ－ノービセ道路モデルプロジェクトは年間を通じて遮
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断されない基幹交通の確保に寄与しており、首都圏の経済活動に対する不可欠な役割を果たしてい

る。 

さらに、被災地の地域住民からの復旧事業の要請が増加していることも、本プロジェクトのイン

パクトの一部と考えられる。ただし実際には、高い需要に対して資源は限られており要請数は実施

能力をはるかに超えている。例えば、ギルバリモデル地区では、地域住民は脆弱な地区における多

くの河川改修事業を要求している。 

4-5 自立発展性 

アンケート調査によると、大部分のカウンターパートは日本人専門家からの技術移転に十分満足

している。彼らは日本人専門家と相談しながら活動を進めているが、治水砂防局の多くの活動は自

分達で適切に運営することができる。しかしながら、フォローアップとそれにともなう技術移転を

必要とする活動も残されている。その意味では現時点で治水砂防局は十分に自立発展性があるとは

言えない。現在の制度的、財務的、技術的の枠内では大部分の活動は適切に運営することが可能で

ある一方で、多くのカウンターパートはこれらの点におけるプロジェクト終了後の見通しとして重

大ではないがいくつかの問題が生じると懸念している。 

4-5-1  制度面 

行政改革の一環として 2000 年 3 月に治水砂防局が政府機関として設立された。2002 年の正

式決定を経て、2003 年初頭に 7 地方事務所と 5 準地方事務所が開設され灌漑局の河川改修部が

同局に合併された。それ以降同局の技術スタッフ数は増加された。同局の本部は、研究・研修・

モニタリング部と灌漑局から移された調査・実施部の 2 部からなっている。 

近年においては、合同調整委員会の構成組織など他の災害関係の政府機関に異動する者もい

るが、概してカウンターパートは同局に定着する傾向にある。「全国水計画」にも示されてい

るように、治水砂防局は災害軽減計画の中心的な機関と位置づけられており、したがって、同

局の地位は確固としたものでありスタッフの規模は維持されると考えられる。 

同局の幹部は、今後の地方での展開のために、郡開発委員会や村落開発委員会の協力を得つ

つ 12 の地方事務所を最大限活用することを意図している。 

前述のようにネパール政府も災害軽減には高い優先度を置いており、近い将来災害軽減のた

めの法的整備が進められることが期待されている。 

4-5-2  財務面 

ネパール政府は治水砂防局を通じて本プロジェクトへの予算措置を継続してきた。同局への

予算配分は 2002/2003 年度に、河川改修部の合併と災害復旧活動によって急激に増額された。

2003/2004 年度において本プロジェクトのカウンターパート部署である研究・研修・モニタリ

ング部は約 1 億 6,000 万ルピーである。この金額は必ずしも十分とはいえないもののネパール

の水準ではかなり高いものと見られている。 

同局がネパール政府内の重要な局であると認識されていることにより、予算は維持されるも
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のと考えられる。 

「水資源戦略」を受け、「全国水計画」は、水に起因する災害に取り組むために同局の主導

によって関連機関が短期（5 年）、中期（15 年）、長期（25 年）戦略を進めることを提起してい

る。同計画には年次予算が示されており、政府予算が同計画に沿って治水砂防局に配分される

ことが期待される。 

4-5-3  技術面 

現在、治水砂防局が関連政府職員に対して研修コースを実施していることからも示唆される

ように、治水砂防技術センタープロジェクト（フェーズ 1）によって移転された災害軽減技術

は同局の中で維持されてきた。研修受講者は、同局からのみならず灌漑局など水資源省の他局、

さらに警察、科学技術省水文気象局、公共事業省道路局、森林土壌保全省土壌保全流域管理局

など多くの機関から送られている。 

本プロジェクトの活動を通じて、カウンターパートは災害軽減に対する当事者意識を高めて

きている。活動計画は日本側とネパール側合同で立案・確認しているが、カウンターパートの

活動は彼ら自身によって提案され運営され管理されている。 

移転された技術は、同局の地方事務所スタッフの研修を行うことで広く普及するものと期待

されている。 

また、新たに地方事務所が設置されたことにより情報源も拡大したため、多様な情報源によ

るデータベースの適切な更新が期待される。 
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第 5 章 結論 

ギルバリ上流地区の砂防モデルプロジェクトは、同地区の治安問題により限定的な成果を残して

中断されている。ブンガマティとチャルナケル両地区の地すべりモデルプロジェクトは、プロジェ

クト当初においてネパール側スタッフの十分な配置が遅れたため遅延しており、本プロジェクト期

間中には完了しない見込みである。一方、その他のモデルプロジェクトは計画に沿い最終段階にあ

る。 

災害復旧、災害情報共有、啓発の成果は概ね達成されている。 

本プロジェクトは治水砂防局および他の関連政府機関の水に起因する災害に対する能力と対策を

大いに強化した。また、モデルプロジェクト、災害復旧活動、啓発キャンペーンを通じて多くの地

域住民の災害軽減能力を高めた。 

全体的に見て本プロジェクトは高く評価される。ただし以下の課題は今後十分に取り組んでいく

必要がある。 

(1) 治水砂防局の地方事務所を通じた地方レベルの災害軽減／復旧体制の確立 

(2) 教育スポーツ省との協力による災害軽減教育の普及 

(3) 詳細な災害情報の交換と共有による災害軽減のための政府機関および他の関連機関の間の密

接な協力 

治水砂防技術センタープロジェクト（フェーズ 1）の成果は組織の知識として様々な形で治水砂防

局に継承されている。すなわち、有用な文献、当時から勤続しているスタッフ、転出し再度復帰し

たスタッフ、機材、施設などである。なかでも同局の恒久的な政府機関としての現在の地位はフェ

ーズ 1 の結果である。低コスト適正技術の開発と普及というプロジェクトの基本概念もフェーズ 1

から引き継いだものである。また現在ネパール側の主導で運営されている一般および上級研修コー

スも成果の成功例である。 

新たに設立された地方事務所は、治水砂防技術センタープロジェクトと本プロジェクトの成果に

基づいて、研修を受け、モデルプロジェクトに取り組むことが求められている。そのことによって、

それらの事務所は水に起因する災害全般の防止に対処することのできる、より包括的な視点を持つ

ようになるであろう。 
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第 6 章 提言と教訓 

6-1 提言 

6-1-1  モデル地区 

ダハチョーク砂防モデル地区の経験を通じて作成された「土地利用ガイドライン」は災害軽

減に有用・効果的であり、災害に対して脆弱な他地域へも適用可能であろう。 

バグマティ地すべりモデル地区では、ユーザーズグループが行っている工事はプロジェクト

期間中には完了しない見込みである。同地区での地すべり対策はカトマンズ盆地における他の

地すべり防止のための優れた実践であり、同地区のための 2004/2005 年度予算が確保されれば、

治水砂防局の要請によって日本人専門家による技術支援が可能となろう。 

6-1-2  組織 

治水砂防技術センタープロジェクト（フェーズ 1）の成果は、2000 年 3 月における同センタ

ーの政府機関としての新しい地位に反映している。治水砂防局の設立は同センタープロジェク

トと本プロジェクトが誇る成果である。 

2002 年 2 月の灌漑局河川改修部の治水砂防局への合併決定を受け、予算と人員が急激に増加

した。その際、同局に転入してきた新しい職員を受け入れるために、事務所棟の不足により元

センターの宿舎の一部が事務所スペースに転換された。 

同局は、蓄積された災害軽減の知識や日本側から供与された施設の効果的かつ最大限の活用

を本プロジェクト終了後も継続すべきである。 

6-1-3  研修 

治水砂防局は災害軽減研修として一般コースと上級コースを実施している。これらは当初フ

ェーズ 1 プロジェクトの支援によって治水砂防技術センターが実施していたものである。現在

これらのコースは日本側からの資金支援なしで実施されており、自立性が確認できる。本プロ

ジェクトで作成されたガイドライン類はこれらのコースの有意義な教材となろう。 

今後はこれらの研修の機会が同局の 12 地方事務所のスタッフにも与えられるべきである。 

トリブバン大学工学部は、本プロジェクトの支援によって水に起因する災害コースを 2001

年に開設した。その後の 2 年間にわたりネパール側スタッフは日本人短期専門家の講義などを

通じて専門知識を習得した。 

ゴダワリ水理模型実験施設・材料試験場は大学生にも貴重な実験の環境を提供している。高

等教育において災害軽減技術を学習するこのような機会は将来とも確保されるべきである。 
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6-1-4  災害復旧システム 

2002 年に合同調整委員会で提言された「災害復旧の枠組みとシステム」は本プロジェクトと

関係機関によって考案されたものである。中央政府機関の間では、いかに災害の発生に対処し、

その打撃を軽減し、復旧を行うかの枠組みが構築されている。一方、郡レベルでの災害復旧の

機構は未熟で不十分である。治水砂防技術センタープロジェクト（フェーズ 1）と本プロジェ

クトで蓄積された情報と技術は、治水砂防局の地方事務所を通じた郡レベルの将来展開のため

の効率的なツールである。同局は郡レベルと村レベルの地方災害復旧機構を確立すべきである。 

6-1-5  情報と災害軽減教育 

地理情報システムに基づいたネパール全 75 郡の災害ポテンシャルマップが、プロジェクト

期間中に作成され関係機関に共有される予定である。災害軽減を促進するためには地理情報シ

ステムの利用と緊密なネットワーク化を実現すべきである。 

モデル地区の小学校における災害軽減教育の試みでは小学生用の教科書を作成した。この教

材の有用性は明らかであり、カリキュラムへの導入と教員研修の実施が必要である。 

6-2 教訓 

災害軽減・復旧は複数の機関がそれぞれのアプローチで取り組んでいる共通の課題であり、諸機

関を巻き込み、それらと連携して活動を進めることが政策レベルと事業実施レベルにおける効果の

発現にとって重要である。 
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カウンターパートへの質問票調査結果のまとめ 
 

1. 調査の枠組み 

(1) 調査対象： 

自然災害軽減支援プロジェクトの技術部門のカウンターパート 28 名（休暇中の 2 名を除く） 

(2) 回答者：15 名（54%） 

(3) 平均年齢：43.9 歳   

(4) 最終学歴： 

博士 修士 学士 短大レベル 無回答 
1 名 8 名 3 名 1 名 2 名 

(5) 活動分野： 

土砂災害軽減（地すべり） 5 名 
地域防災計画（砂防） 3 名 
災害復旧 3 名 
河川改修、水理実験および計画 2 名 
情報（地理情報システム、データベース）、研修、調査、出版 1 名 
副局長 1 名 

 

2. 日本人専門家からの技術移転をどう評価しますか。 

大いに満足 良い 受け入れられる やや不満 不満 
13 名 2 名 0 名 0 名 0 名 

 
不満、要望などがあればその理由とともに記述してください。 
記載なし。 
 

3. 日本での研修をどう評価しますか。 

この問には、日本での研修経験者 6 名が回答した。 

3.1 期間  

長すぎる 適当 短すぎる 
0 名 5 名 1 名 

 

3.2. 内容  

大いに満足 良い 受け入れられる やや不満 不満 
4 名 2 名 0 名 0 名 0 名 
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内容で評価できる点、または問題点や要望などを記述して下さい。 
・地すべり軽減工事法、対策工事のモニタリング 
・日本人の仕事のスタイル 
・研修は、現地視察、期間、コースの内容とも最適であった。ただし自分の考えでは、現地

視察の前のオリエンテーションクラスがもっと詳しく、主な技術面や実際的なことがらを含

んでいれば、いっそう良いものとなろう。そのことによって現地視察数が減ったとしてもそ

うしたオリエンテーションはやる価値があろう。 
・短期間の再研修を実施して欲しい。 
・研修コースの内容、その後に現地視察が続くという進め方ともに高く評価する。 
・日本に出発する前に、コースの内容について研修員を交えた打合せがあれば良いであろう。 

 

3.3. 日本での研修で習得した知識・技術を同僚のカウンターパートに移転していますか。 

十分移転している ある程度移転している あまり移転していない 移転していない 
3 名 3 名 0 名 0 名 

 
移転の方法又は移転していない理由を記述して下さい。 
・仕事を通じて移転している。また、プレゼンテーションや、研修期間に収集した教材の回

覧によっても知識を移転している。 
・研修後の治水砂防局におけるプレゼンテーションを始め、プロジェクトの計画、設計、実

施を通じた同僚との議論によって知識を共有しようと努めてきた。論文、報告書、スタッフ

ミーティングでの議論も技術移転に寄与している。 
・日本で学んだことは現場で一緒に働くことによって同僚に移転されている。（2 名） 
・プレゼンテーションとチームとして働くことによって技術を移転している。 
・ネパールでプロジェクトをデザインする際には、日本で学んだ知識と技術について同僚と

議論している。 
 

4. 本プロジェクトであなたが所属している部門の今後の見通しについて伺います。 

4.1. 専門知識や機材の運転維持管理などの技術面 

問題は無いだろう 重大な問題は 
無いだろう 

いくつかの問題が 
生じよう 

深刻な問題が 
生じよう 

3 名 5 名 6 名 0 名 
 

(3)、(4)の場合の問題点は何ですか。 
・災害軽減のための新技術や地すべりの研究に関する専門性の不足。さらに対策工事の予算

の問題もあるだろう。 
・地すべり軽減分野では今までに経験したり教育を受けたネパール人カウンターパート（土

木技術者）はほとんどいない。しかも同分野を学んだり取り組んだりすることに時間を使え

るスタッフも少ない。同じことが機器の運転維持管理についても言える。将来この部門を推

進するには外部支援の継続とカウンターパートのトレーニングが不可欠である。 
・治水砂防局の 12 地方事務所における砂防活動を拡大すべきである。 
・治水砂防局による「開発と女性」の課題への取り組みを全国で強化すべきである。 
・知識はいまだに不十分であり目標達成のためには日本人による支援が必要である。 
・適正な砂防施設を計画する十分な専門知識は無い。したがって日本人専門家によるいっそ
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うの支援が必要である。 
・我々が学んだ知識や技術が持続的に機能するためには更新が必要である。またそれらの知

識や技術を他の関連機関や治水砂防局の地方事務所に移転する必要がある。 
 

４.2. 運営管理面 

問題は無いだろう 重大な問題は 
無いだろう 

いくつかの問題が 
生じよう 

深刻な問題が 
生じよう 

3 名 7 名 5 名 0 名 
 

(3)、(4)の場合の問題点は何ですか。 
・モニタリングと有能な人材 
・ボーリング用の機械や傾斜角を測定する機械などのすべての機器を取り扱うためには技術

（サポート）スタッフを維持・用意すべきである。研究活動を続けるためにはロジスティク

サポートが必要である。 
・JICA とネパール政府の予算が確保されプログラムがあれば問題は何もないであろう。 
・砂防施設の適切な管理のための訓練を受けた人材が不足している。 
・一般的に言って、ネパール政府職員に移転すべき技術はなおある。 
 

4.3. 財務面 

問題は無いだろう 重大な問題は 
無いだろう 

いくつかの問題が 
生じよう 

深刻な問題が 
生じよう 

3 名 6 名 6 名 0 名 
 

(3)、(4)の場合の問題点は何ですか。 
・予算不足 
・JICA に、少なくとも今後数年間、現在行われている活動を支援することをお願いしたい。

そうすれば治水砂防局は将来とも活動を持続することができよう。 
・望まれている啓蒙トレーニング、「開発と女性」に関する情報発信、モニタリングのため

にはネパール政府の予算はおそらく不十分であろう。したがってまちがいなくいくつかの問

題が生じることになろう。 
・本プロジェクトの目標を達成するにはネパール政府の予算は十分でないかもしれない。 
・予算配分は限られている。 
 

4.4. 本プロジェクトの持続的発展の方策 

本プロジェクトが将来にむけて発展するためにはどのような方策が重要だと考えますか。

あなたのアイデアを教えてください。 
・カウンターパートのための技術移転とトレーニング。 
・モデル地区の選定と同地区での防災事業。 
・各分野におけるトレーニングの実施や高等教育機会の提供により最新の技術的知識を伝

える必要がある。 
・啓蒙活動を推進する必要がある。それによって地元コミュニティが管理運営面を担うよ

うになろう。 
・ネパールでは現在までのところ土砂災害の予防策にはあまり注意が払われていない。ネ

パール政府特に治水砂防局は、地すべりに対処するための技術的専門性を獲得しなければ
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ならない。そうすることによって治水砂防局のすべての部署が、洪水の防御と復旧活動に

限らず、こうしたプロジェクトを行うようになろう。また災害ポテンシャルマップや地理

情報システムによるハザードマップなどの情報を得て、啓蒙プログラムを実施しなければ

ならない。地すべり部門は、人員およびより重要なこととして予算の配分によって強化し

なければならない。 
・十分な人員、資金、時間があれば、本プロジェクトは今後発展するかもしれない。 
・本プロジェクトの持続的発展のためには、地域の受益者にトレーニングと啓蒙プログラ

ムを与えなければならない。我々は施設の運営維持管理の仕方を受益者に教えなければな

らない。そうすれば受益者はそのプロジェクトのオーナーシップを感じるにちがいない。 
・計画を重視し、計画的に人材トレーニングを行う。 
 工事費を最小限に抑え、啓蒙プログラムを最大限行う。 
 カトマンズ盆地の砂防マスタープランを立案する。 
 「開発と女性」の課題のデータベースを構築し情報共有ネットワークを拡げる。 
・トレーニング、セミナー／ワークショップ、研修旅行などによって自然災害軽減支援プ

ログラムの技術を地方事務所スタッフに移転することは効果的である。 
 地元で入手可能な材料を使った自立発展的な技術をさらに適用すべきである。 
 コミュニティ住民に対する啓蒙プログラムを重視すべきである。 
・技術移転のシステムを開発すべきである。 
 治水砂防局の地方事務所とのネットワークを強化すべきである。 
 関係者間の調整・協力を強化すべきである。 
・現在、治水砂防局は 12 地方事務所・準事務所を擁しておりそれらはネパールの全 75 郡

の水に起因する災害軽減を担当している。したがって本プロジェクトを全国に発展するた

めには、自然災害軽減支援プログラムをこれらの事務所に拡げる必要がある。 
・災害軽減プログラムの対象地域は段階的に全国に拡げる必要がある。 
・十分な予算の確保 
 治水砂防局の人材の能力強化 
 ネパール人カウンターパートのトレーニング 
・次の２点に注意を払うべきである。 

1) 地域に根ざした適正で費用効果の高い技術の開発、ガイドラインと技術マニュアル

の開発 
 2) 水に起因する災害の情報データバンクの構築と情報の発信 
・本プロジェクトの持続的発展のためには、技術援助と同様に資金援助があるべき。 
・ネパールは頻発する洪水や地すべりに対して極めて脆弱である。したがって人々に対し

てより多くの啓蒙プログラムを実施することおよびトレーニングプログラムをより効果的

で効率的なものにすることが重要である。 
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住民参加に関する調査結果 

社会調査団員 

北海道教育大学 教授 宇田川 拓雄 

 

1. 住民参加から見た本プロジェクトの特徴 

本プロジェクトは先行したプロジェクト「ネパール治水砂防技術センタープロジェクト」

（1991-1999）を第一フェーズとするプロジェクトの第二フェーズである。第一フェーズでは技術者

間の防災技術の移転が目標であった。第二フェーズには、(1) 技術的な課題があったが地域特性対応

に力点があり、(2) 社会制度や復旧のための活動体制の整備、(3) 情報システム、(4) 住民参加活動

が含まれる。第二フェーズでは専門的な防災技術の移転にとどまらず、地域対応、情報システム、

制度整備、住民参加といったより広い領域のカバーが計画された。これは第一フェーズの成果を踏

まえた自然な展開と言える。 

政府の防災予算も機材も人員も厳しく制限されているので、防災事業の全てを公的予算と活動で

賄うことはできない。有効な防災は住民の積極的で主体的な参加なしには不可能である。「住民自ら

が防災意識を高め、自分たちができる範囲で自分たちの村を守る仕組みを作る」という住民参加の

コンセプトにもとづいた活動が計画された。このコンセプトも今後の開発支援の基本理念となりう

る基本的で重要な考え方である。 

2. 先駆的な試み；住民参加による防災活動支援 

最近の世界的な開発援助の趨勢を見ると、1990 年代になって開発援助に住民参加の仕組みが積極

的に取り入れられるようになった。住民参加はジェンダー、保健衛生、栄養、貧困軽減などの分野

で行われることが多い。本プロジェクトが開始された時点では、工学系土木系のプロジェクトで主

要活動目標に住民参加をかかげていたものはほとんどなかった。 

工学系土木系のプロジェクトは予算額も多くインパクトが広範囲に及び影響力が大きいため、不

都合が生じた場合、近年、地域住民や NGO による深刻な異議申立てが大きくが報道されるようにな

った。今後は大規模公共事業系統の開発支援に住民参加の仕組みが取り入れられるようになるだろ

う。その意味で本プロジェクトは先見的意欲的な試みで高く評価される。 

3. 住民参加支援活動の評価 

(1) 海外勤務経験者ないし地域専門家の派遣 

住民参加活動を行う際に重要なのは人材である。派遣された長期専門家はいずれも優秀な人

材であったが、プロジェクトの課題が彼らの専門知識と技能の範囲を大きく超えることがあっ

た。第一フェーズでは純粋に技術的専門的な課題を解決すれば良かったのだが、第二フェーズ

ではカバーする範囲が、工学的な専門領域を越えて拡がってしまった。 
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地域対応活動を行うので、現地に詳しい人材や、他の国際機関との連携も必要だから外国人

との交渉能力を持った人材が必要である。ネパールの専門家や海外勤務経験者の派遣が好まし

い。最初の派遣チームは全員が長期海外勤務の初心者であった。誰でも初めて海外勤務を経験

する時は必ずあるし、経験を積んでベテランになっていくのだから未経験者が派遣されること

は悪いこととは言えない。しかし一般的にチームの過半数が海外勤務未経験者では円滑な活動

は難しい。専門家は苦労しつつも任務を遂行したが、今後はもっと無理のない人選を行うべき

である。 

(2) 住民参加専門家を含むチーム編成 

大規模公共事業にかかわる住民参加は日本でも少しずつ実施されるようになった。それはダ

ム建設事業の中止や諌早湾締め切り工事の問題など、民意と政策とのズレが大きな社会問題と

なっていることの反映である。住民参加に関しては現在の日本の土木系技術者は有効な技術も

知識も不足している。大学でも技術の広汎な社会的影響に関する授業や、技術者倫理に関する

授業は試験的に開始されたばかりである。住民参加に関する基礎教育のない工学系技術者が異

国でいきなり住民参加や防災教育支援活動を担当するのは相当困難であったと推測される。彼

らは優れた成果を上げているが、「ソフト系の技術者をメンバーに入れるか、住民参加のよう

な、純粋に技術的とは言えない［ソフト系の］活動は行わないか、どちらかにすべきである」

という綱木氏（元プロジェクトリーダー）の報告は正しい。 

住民参加対応が後手に回ったのはネパール側カウンターパートについてもあてはまる。彼ら

も上級エンジニアであって、普通、地域住民と直接かかわることはないし、住民対策が自分た

ちの仕事だとも思っていない。プロジェクト期間の後半になってユーザーグループ活動支援を

主たる任務とする 2 名のソシオロジスト（実質的にはソーシャルワーカー）が配属された。今

後は日本側チームも「ソフト系技術者」を入れた編成にすべきであろう。 

(3) 日本の防災コンセプトの特殊性 

「自分たちの村は自分で守る」という地域防災のコンセプトが住民参加活動支援の暗黙の前

提となっていた。このコンセプトは日本の米作農村地域での歴史的経験によって日本人の内部

に形成された特殊なものであり外国では必ずしも通用しない。前提が異なっていたために活動

がスムースに進まなかった可能性がある。 

ネパールの農村社会は日本とかなり異なる構造をしており「地縁」「村意識」「村を守る」と

いった感覚が希薄である。集落(ワード)や村(VDC)は日本的意味での運命共同体としての集落・

村ではなく、それを母体とする共同意識も弱い。特別な事情がない限り村中総出で防災工事を

行う理由がない。共同生活は親族および狭い範囲の近所付き合いで営まれており、その近隣も

親族同士である可能性が高い。 

このような状況にあっても、UNDP などの国際機関や ICIMOD などの INGO は、社会特性に

合致した自然災害防止系統の開発支援を行い、成果を挙げている。今後、狭い専門的技術移転

に固執するのでなく、より実質的で幅の広い、したがってより実りある開発協力をめざすので



29 

あれば、彼らと積極的に連繋し、現地にあった形態で支援活動を進めるのが良い。 

(4) 近代化による自然災害とその対策 

ネパールは国土が不安定で地質学的に自然災害が起きやすいが、現在頻発している自然災害

には 1960 年代以降の急速な近代化によってもたらされたものが多い。例をあげる。 

ギルワリ・コーラは、長さ 23 km、幅 10 km ほどの広い谷間に川を挟んで 6 つの村が拡がる

農村地域である。農家は伝統的なネパールの家屋で、昔からある村落に見える。しかし、聞き

取り調査によれば、村は 30 数年前に東西ハイウエーの開通を機に、川の上流の丘陵地域一帯

で焼き畑農業を営んでいた親族集団が政府から土地を与えられて新たに定住してできたもの

である。以前は川の氾濫は丘陵地帯に居住していた彼らになんら災害をもたらさなかった。ギ

ルワリ川の両岸には森林が拡がっていたが、それが伐採されて村と田畑が作られた。村人にと

って川の氾濫で農地や家屋が流されるというのは新しい経験で、地域防災の伝統は存在しない。 

チャルナケル地域の地滑り地域の住民とのインタビューによると、住民が川沿いの国道周辺

（以前は誰も住んでいなかった）に尾根筋から降りてきたのは 1971 年であり、まだ山に農地

や家屋を所持している家族もいる。地滑りは 1985 年に突然始まったが、それは住民にとって

経験したことがなかったことである。 

地域住民は伝統的にも社会的慣習としても連帯して地域防災活動を行うことは特別な事情

がない限りありえないと思われる。人々は日本人から見れば個人主義的である。土地売買・貸

借契約によって比較的簡単に家族そろって他地域に移住する。貧困の蔓延、テロリスト、不況

などにより社会が不安定なので、手軽に収入が期待できるなら洪水や土砂崩れが予想されるよ

うな危険度の高い土地にも作物を植えたり家を建てたりしてしまう。 

このような状況で住民参加活動による防災工事を成功させるには住民参加活動に向いた条

件がそろった地域を選ぶ必要がある。村人のボランティア参加による地域防災というコンセプ

トは通用しない可能性が高いから、日本的なコンセプトを変えなければならない。 

4. 防災教育活動の評価 

(1) 防災教育の成功 

住民への防災教育や学校を通じての防災教育は住民自身による防災活動に重要である。プロ

ジェクトの防災教育は成功を収めた。その成果は教育省に引き継がれ、小学校の正規カリキュ

ラムに組み込まれることが教育省によって保証された。プロジェクトの防災教育活動は高く評

価される。 

(2) 政策の優先順と住民の理解 

しかし、ある地域に対する開発支援と見た場合、一般的には防災教育の優先順位は高くない。

その活動に対して長期にわたって予算がつぎ込まれることに対する地域住民の疑念や不満が

存在した（例えば「あの予算があるなら病院が作れた／橋をかけられた／水道の修理ができた
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のに」など）。この不平の声は、住民にプロジェクトの活動の意図（防災モデル事業であって

地域の生計向上プロジェクトではない）が十分に説明されていないことから生じたものである。

このような行き違いを防ぐためにも住民とのコミュニケーションを密接にとることのできる

ソフト系専門家が必要である。 

(3) 参加型支援の問題点 

プロジェクトによる参加型開発支援（ストリートドラマ、ビデオショー、避難訓練、PRA な

ど）はプロジェクトメンバーに専門家がいないにもかかわらず積極的に試みられ成果が上がっ

たことは高く評価できる。この経験はぜひ今後の住民参加支援に生かして欲しい。 

社会調査の結果を分析すると、参加者・参加親族にかなりの偏りが観察された。つまりある

種の人々は、プロジェクトが地域全体に対して行っていると考えている活動から確実に排除・

除外されていた。地域によってはワードや VDC 全体に対する広報の仕組みや、共同作業の負

担、便益の公平な分配といった共同性が成立していない場合がある。その理由はカーストの違

い、民族系統の違い、階層の違いである。これは参加型開発事業において生じやすい欠点であ

り、行政の公平性の原則に反する好ましくない傾向である。今後参加型支援を行う際には特に

留意すべきである。 

5. おわりに 

このプロジェクトにおいて手探り状態ながら住民参加による防災活動が試みられ成果を挙げたこ

とは高く評価される。上述した項目以外にも、プロジェクト活動の種類と当該地域社会の構造によ

って、住民参加による防災活動が適する場合と適さない場合があること、防災事業の種類によって

は住民負担の割合に「相場」を適用するのが不適切な場合があることなどが明らかになったのも大

きな成果である。狭い技術的専門的開発支援ではなくより広い視野に立った支援こそ今開発途上国

で求められているものであり、本プロジェクトは住民参加の観点からその先べんをつけたものと評

価される。 
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専門家派遣及び研修員受入れ実績 

①長期専門家 

氏名 指導科目 派遣期間 所属先 

看舎 邦亮 
Mr. Kuniaki Kansha 

地域防災計画 
Community Disaster Mitigation 
Planning 

1999/10/26 - 
2002/3/27 大阪府 

入口 和明 
Mr. Kazuaki Iriguchi 

洪水軽減 
River Improvement 

1999/10/26 - 
2002/3/31 奈良県 

佐々木 健一 
Mr. Kenichi Sasaki 

業務調整 
Coordinator 

1999/9/1 - 
2001/10/5 株式会社 ジャタコ 

亀江 幸二 
Mr. Koji Kamee 

チーフアドバイザー 
Chief Advisor 

1999/9/1 - 
2001/12/31 国土交通省 

森川 智 
Mr. Satoru Morikawa 

土砂災害軽減 
Sendiment Disaster Prevention 

1999/9/22 - 
2002/3/31 和歌山県 

山口 眞司 
Mr. Shinji Yamaguchi 

災害復旧 
Disaster Rehabilitation 

2000/5/11 - 
2001/5/10 建設省 河川局 

綱木 亮介 
Mr. Ryosuke Tsunaki 

チーフアドバイザー 
Chief Advisor 

2001/12/17 - 
2003/7/22 国土交通省 

深田 健 
Mr. Takeshi Fukada 

災害復旧 
Disaster Rehabilitation 

2001/5/15 - 
2003/5/14 新潟県 

山田 盛 
Mr. Sakae Yamada 

業務調整 
Coordinator 

2001/9/22 - 
2004/8/31  

大本 直樹 
Mr. Naoki Omoto 

土砂災害軽減 
Sediment-Related Disaster Mitigation

2002/3/17 - 
2004/3/16 広島県 

石地 浩二 
Mr. Kouji Ishichi 

洪水軽減 
River Improvement 

2002/3/17 - 
2004/3/16 大阪府 

比留間 雅紀 
Mr. Masaki Hiruma 

地域防災計画 
Community Disaster Mitigation 
Planning 

2002/3/17 - 
2004/8/31 

財団法人 砂防・地す

べり技術センター 

鷲見 純良 
Mr. Yoshinaga Sumi 

災害復旧 
Disaster Rehabilitation 

2003/5/26 - 
2004/8/31 愛知県 

森山 裕二 
Mr. Yuji Moriyama 

チーフアドバイザー 
Chief Advisor 

2003/7/6 - 
2004/8/31 国土交通省 

 
 
②短期専門家 

氏名 指導科目 派遣期間 所属先 

松本 彰 
Mr. Akira Matsumoto 

PCM 手法 
Project Cycle Management 

1999/11/21 - 
1999/12/4 

アイ・シー・ネット株

式会社 
清水 孝一 
Mr. Yoshikazu 
Shimizu 

地理情報システム 
Gis Technology 

1999/12/11 - 
1999/12/25 建設省 土木研究所 

馬渕 泰 
Mr. Yasushi Mabuchi 

データベース 
Database 

1999/12/15 - 
1999/12/29 日本工営株式会社 

石塚 忠範 
Mr. Tadanori Ishizuka 

住民防災活動 
Participatory Disaster Mitigation 
Programme 

2000/11/14 - 
2000/11/26 建設省 

宮島 滋近 
Mr. Shigechika 
Miyajima 

災害復旧計画 
Disaster Rehabilitation Planning 

2000/11/19 - 
2000/12/3 

北海道開発庁 北海道

開発局 

石井 靖雄 
Mr. Yasuo Ishii 

地すべり対策 
Landslide 

2000/11/26 - 
2000/12/9 建設省 土木研究所 
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大井 英臣 
Mr. Hidetomi Oi 

災害復旧 
Rehabilitation Planning 

2000/2/16 - 
2000/2/26 

国際協力事業団 国際

協力総合研修所 

平田 五男 
Mr. Itsuo Hirata 

災害復旧行政 
Disaster Rehabilitation 
Implementation 

2000/2/16 - 
2000/2/27 建設省 

北澤 秋司 
Mr. Shuji Kitazawa 

地すべり調査 
Landslide Survey 

2000/3/1 - 
2000/3/11 山地環境防災研究所 

宇田川 拓雄 
Mr. Takuo Utagawa 

社会調査手法 
Social Survey Methodology 

2000/3/8 - 
2000/4/2 北海道教育大学 

荒井 孝志 
Mr. Takashi Arai 

IEC 教材開発 
Iec Marerials 

2000/6/5 - 
2000/6/24 

株式会社 国際開発ジ

ャーナル社 
原 悟志 
Mr. Satoshi Hara 

災害調査 
Disaster Survey 

2000/8/22 - 
2000/9/3 建設省 

海堀 正博 
Mr. Masahiro Kaibori 

土砂流出対策 
Countermeasure For Sediment 
Discharge 

2000/9/9 - 
2000/9/22 広島大学 

比留間 雅紀 
Mr. Masaki Hiruma 

低コスト工法 
Low Cost Disaster Mitigation Works 
Technology 

2000/9/9 - 
2000/9/29 

財団法人 砂防・地す

べり技術センター 

小林 豊 
Mr. Yutaka Kobayashi 

災害復旧計画 
Disaster Rehabilitation Planning 

2001/10/2 - 
2001/10/13 国土交通省 

藤田 正治 
Mr. Masaharu Fujita 

大学防災科目カリキュラム開発 
Disaster Mitigation/Prevention Course 
Curriculum Development 

2001/11/17 - 
2001/11/25 京都大学大学院 

三輪田 達也 
Mr. Tatsuya Miwata 

GIS 
GIS 

2001/3/11 - 
2001/3/24 

財団法人 砂防フロン

ティア整備推進機構 

藤田 正治 
Mr. Masaharu Fujita 

大学防災科目カリキュラム開発 
Disaster Mitigation/Prevention Course 
Curriculum Development 

2001/3/26 - 
2001/4/9 京都大学大学院 

東樹 芳雄 
Mr. Yoshio Toju 

斜面防災 
Slope Disaster Mitigation 

2001/7/17 - 
2001/7/29 

財団法人 砂防フロン

ティア整備推進機構 
小山内 信智 
Mr. Nobutomo Osanai 

植生技術（果樹・造林） 
Vegetation Engineering 

2002/2/10 - 
2002/2/21 

独立行政法人土木研究

所 
柳川 尚 
Mr. Takashi 
Yanagawa 

土地利用規制 
Regulation Of Land Use 

2002/2/24 - 
2002/3/7 大阪府 

川満 一史 
Mr. Kawamitsu 
Kazufumi 

地すべり対策 
Landslide Countermeasures 

2002/2/5 - 
2002/2/27 

財団法人 砂防・地す

べり技術センター 

稲垣 一知 
Mr. Kazutomo Inagaki 

GIS 技術 
Gis Technology 

2002/3/10 - 
2002/3/23 中日本航空株式会社 

中川 一 
Mr. Hajime Nakagawa 

防災科目講義１ 
Lecture On Water Induced Hazard 1 

2002/3/16 - 
2002/4/6 京都大学防災研究所 

小田 康子 
Mr. Yasuko Oda 

DME 教材 
Disaster Mitigation Education 
Material 

2002/7/15 - 
2002/9/12  

井良沢 道也 
Mr. Michiya Irasawa 

防災科目講義２ 
Lecture On Watar Induced Hazard 
Elective Course 

2002/8/24 - 
2002/9/14 岩手大学 

小田 晃 
Mr. Akira Oda 

水理模型実験 
Hydraulic Model Experiment 

2002/8/25 - 
2002/9/27 

財団法人 建設技術研

究所 
天尾 潔 
Mr. Kiyoshi Amao 

災害復旧計画 
Disaster Rehabilitation Planning 

2003/1/18 - 
2003/2/2 栃木県 

小田 晃 
Mr. Akira Oda 

水理模型実験 
Hydraulic Model Experiment 

2003/11/3 - 
2003/12/5 

財団法人 建設技術研

究所 
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宇田川 拓雄 
Mr. Takuo Utagawa 

社会調査手法（１） 
Social Survey Methodology (1) 

2003/11/8 - 
2003/11/30 北海道教育大学 

土屋 智 
Mr. Satoshi Tsuchiya 

斜面落石対策技術 
Stone Failure On The Slope 
Countermeasure 

2003/12/1 - 
2003/12/20 静岡大学 

大手 桂二 
Mr. Keiji Ote 

植生回復技術 
Afforestation Technic In Barren And 
Degraded Land 

2003/12/10 - 
2003/12/26  

看舎 邦亮 
Mr. Kuniaki Kansha 

土地利用規制 
Regulation Of Land Use 

2003/2/23 - 
2003/3/8 大阪府 

里深 好文 
Mr. Yoshifumi 
Satofuka 

防災科目講義１ 
Lecture On Water Induced Hazard 
Core Course 

2003/3/16 - 
2003/3/30 京都大学 

小田 康子 
Mr. Yasuko Oda 

DME 教材 
Disaster Mitigation Education 

2003/5/7 - 
2003/6/4  

眞弓 孝之 
Mr. Takayuki Mayumi 

土質試験 
Soil Experiment 

2003/7/21 - 
2003/8/10 国土防災技術株式会社

久保田 哲也 
Mr. Tetsuya Kubota 

防災科目講義（II） 
Lecture On Water Induced Hazard 
Elective Course 

2003/9/13 - 
2003/9/27 九州大学 

田中 健一 
Mr. Kenichi Tanaka 

情報システム・GIS 
Gis Technology 

2004/1/18 - 
2004/1/31 日本工営株式会社 

片桐 憲一 
Mr. Kenichi Katagiri 

土砂災害軽減 
Sediment Related Disaster Mitigation 

2004/6/8 - 
2004/8/31 株式会社 日さく 

蔦 英夫 
Mr. Hideo Tsuta 

洪水軽減 
River Improvement 

2004/6/8 - 
2004/8/31 日本工営株式会社 

山内 修 
Mr. Osamu Yamauchi 

土砂災害対策基準書作成 
Formulation Of Guidelines For 
Sediment Related Disaster Mitigation 

2004/7/17 - 
2004/8/1 

大日本コンサルタント

株式会社 

 
③研修員受入実績 

研修コース名 研修員氏名 受入期間 

砂防技術 Mr. Mahesh Bahadur PRADHAN 2000.03.16 - 2000.04.26 

地すべり工学 Mr. Krishna Prasad BHANDARI 2000.01.20 - 2000.02.25 

河川水理学 Mr. Dinesh Kumar MALLA 2000.01.20 - 2000.02.25 

GIS Mr. Prakash Man SHRESTHA 2000.10.03 - 2000.11.07 

災害調査・復旧 Mr. Bhuban GHIMIRE 2000.10.03 - 2000.11.01 

地域防災計画 Mr. Ram Hari PANTHA 2000.10.03 - 2000.11.01 

防災行政 Mr. Bishwa Nath SAPKOTA 2001.01.21 - 2001.01.28 

災害調査・復旧 Mr. Damodar BHATTARAI 2001.07.23 - 2001.08.15 

洪水軽減対策 Mr. Arjun Kumar KARKI 2001.06.07 - 2001.07.11 

土壌侵食対策 Mr. Sagar Raj GOUTAM 2001.11.05 - 2001.12.06 

防災学 Mr. Narendra Man SHAKYA 2002.10.14 - 2002.11.14 

防災情報 Mr. Badri Govinda RAJKARNIKAR 2002.10.06 - 2002.10.24 

地すべり対策 Mr. Amoda Nand MISHRA 2002.10.14 - 2002.10.26 

斜面・のり面崩壊対策 Mr. Khila Nath DAHAL 2003.01.20 - 2003.02.21 

水分野開発計画 Mr. SHRESTHA Prakash Man 2003.03.13 - 2003.03.29 
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